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Ⅰ. 調査要領

特別アンケート　企業行動に関する意識調査結果　2014年６月

調査時期：2014年６月26日（木）を期日として実施。

調査対象：2013・2014・2015年度　設備投資計画調査の対象企業

※ １問でも有効回答があった企業を全て含むため、各設問の回答社数は上記よりも少ない。

調査項目：　１．2013年度の設備投資実績

２．国内事業環境に係る認識及び事業スタンス

３．国内及び海外の事業活動

４．成長市場開拓に向けた取り組み

５．研究開発活動・無形資産に係る戦略

　回答状況※

(回答率) 製造業 非製造業

企業行動に関する
意識調査

大企業（資本金10億円以上） 3,224社
1,340社
（41.6％）

559社 781社

調査名 対　　象
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34.8 

28.3 

6.2 

55.3 

31.1 

29.8 

3.4 

6.5 

16.7 

12.4 

4.2 

55.5 

36.4 

34.8 

1.2 

10.3 

0 20 40 60

足下の収益下振れ

当初計画策定後に事業環境の先行き不透明感が増大

当初計画策定後に中長期的な期待収益率の下振れを認識

当初計画に実施不確定な設備投資が含まれていた

当初計画の予算に余裕を持たせていた

工期の遅れ

資金調達環境の悪化

その他

2012年度実績

(2013年度調査)

2013年度実績

(2014年度調査)

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答

・2013年度の国内設備投資実績が当初計画を下回った企業について、その理由をみると、製造業、非製
造業とも「当初計画に実施不確定な設備投資が含まれていた」「当初計画の予算に余裕を持たせてい
た」などの統計上のくせが上位を占めている。

・一方、2013年度調査と比較すると、「足下の収益下振れ」「当初計画策定後に事業環境の先行き不透
明感が増大」「当初計画策定後に中長期的な期待収益率の下振れを認識」の比率が低下している。

図表１－１ 国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由

１．2013年度の設備投資実績について

＜非製造業＞
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2.5 

54.2 

49.5 

31.3 

2.2 

12.7 

9.7 
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1.4 

49.4 

44.6 
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0.6 

19.3 
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足下の収益下振れ

当初計画策定後に事業環境の先行き不透明感が増大

当初計画策定後に中長期的な期待収益率の下振れを認識

当初計画に実施不確定な設備投資が含まれていた

当初計画の予算に余裕を持たせていた

工期の遅れ

資金調達環境の悪化

その他

2012年度実績

(2013年度調査)

2013年度実績

(2014年度調査)

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答

＜製造業＞
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・2014年における中期的（今後３年程度）な期待収益率が、2012年との比較で上昇する比率は、製造業
で約６割、非製造業で約５割に上る。

・同様に、2013年との比較で上昇する比率も、製造業、非製造業とも約４割に上る。

図表2－１ 2014年における中期的な期待収益率の変化

２．国内事業環境に係る認識及び事業スタンスについて

2012年との比較

51.3 

57.5 

46.8 

32.3 

27.2 

36.0 

16.4 

15.3 

17.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

上昇 変化なし 低下

(有効回答社数比)

2013年との比較

39.9 

44.9 

36.3 

40.7 

36.8 

43.5 

19.4 

18.2 

20.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全産業

製造業

非製造業

上昇 変化なし 低下

(有効回答社数比)
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・2014年度の資金計画において、2013年度との比較で資金配分を高める項目は、製造業では「国内設備
投資」が最も多く、「海外設備投資」「研究開発」「人件費」も挙げられている。非製造業では、
「国内設備投資」が最も多く、「人件費」も挙げられている。

図表2－2 2014年度資金計画において2013年度との比較で資金配分を高める項目
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26.3 

19.3 

25.4 

6.8 
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18.1 
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国内設備投資

海外設備投資

人件費

研究開発

企業買収・事業買収

株主配当・自社株買い

金融資産の取得・現預金の積み増し

債務の返済

調査・マーケティング・広告宣伝

その他

特になし

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答
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金融資産の取得・現預金の積み増し

債務の返済

調査・マーケティング・広告宣伝

その他

特になし

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答
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・2014年度の国内設備投資計画を策定するうえで、約９割の企業は、2014年４月の消費税率引き上げ
（５％→８％）を考慮しないと回答。

図表2－3 2014年度国内設備投資計画策定における消費税率引き上げの影響
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景気への影響を想定し、国内設備投資計画を大きく絞り込んだ

景気への影響を幾分想定し、若干の減額とした

景気への影響は限定的と考え、特段考慮しなかった

その他

(有効回答社数比)
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景気への影響は限定的と考え、特段考慮しなかった

その他

(有効回答社数比)
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5.3 
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2.1 
13.5 

5.9 
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法人税減税など税制面の改善
成長産業などへの労働移動の円滑化

エネルギー安定供給体制の整備
交通・通信などの事業環境に係るインフラ整備

為替レートの安定
成長市場・環境規制などに係る規制緩和

貿易自由化の促進
専門性の高い人材育成への支援

リスクマネーの供給
業界再編・事業集約を促進する環境の整備

基礎研究への公費の投入
取引関係・資本の枠を超えた連携促進への支援

その他
特になし

(有効回答社数比、%)

(注) 最大4つまでの複数回答

・競争力強化などを図るうえで、事業環境の改善などの観点から必要と思われる項目をみると、「法人
税減税など税制面の改善」が最も多く挙げられ、「為替レートの安定」「エネルギー安定供給体制の
整備」が次いでいる。「専門性の高い人材育成への支援」「成長市場・環境規制などに係る規制緩
和」に対するニーズもみられる。

・製造業では、「為替レートの安定」が最も多く挙げられている。

図表2－4 競争力強化などを図るうえで、事業環境の改善などの観点で必要な項目
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法人税減税など税制面の改善
成長産業などへの労働移動の円滑化

エネルギー安定供給体制の整備
交通・通信などの事業環境に係るインフラ整備

為替レートの安定
成長市場・環境規制などに係る規制緩和

貿易自由化の促進
専門性の高い人材育成への支援

リスクマネーの供給
業界再編・事業集約を促進する環境の整備

基礎研究への公費の投入
取引関係・資本の枠を超えた連携促進への支援

その他
特になし

(有効回答社数比、%)

(注) 最大4つまでの複数回答
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交通・通信などの事業環境に係るインフラ整備

為替レートの安定
成長市場・環境規制などに係る規制緩和

貿易自由化の促進
専門性の高い人材育成への支援

リスクマネーの供給
業界再編・事業集約を促進する環境の整備

基礎研究への公費の投入
取引関係・資本の枠を超えた連携促進への支援

その他
特になし

(有効回答社数比、%)

(注) 最大4つまでの複数回答

全産業

製造業

非製造業
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・競争力強化などを図るうえで、人事・雇用面の運用などで今後注力していく取り組みをみると、「人
材育成（専門業務）」が最も多く挙げられ、「人材育成（グローバル事業）」「女性の積極的な活
用」が次いでいる。

・製造業では、事業のグローバル展開が進むなか、「人材育成（グローバル事業）」が最も多く挙げら
れている。

図表2－5 競争力強化などを図るうえで人事・雇用面の運用などで注力する取り組み
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待遇改善などによる優秀な人材の確保
異業種からの人材の受け入れ

人事制度の見直し・グローバル化
企業理念の浸透

その他
特になし

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答
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(注) 最大3つまでの複数回答
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・製造業で今後も大部分を国内に残す方針とする機能（部門）で最大のものは、「企画・経営管理」。
「資金調達」「研究開発（基礎）」「研究開発（応用・試作）」「マザー工場（基幹部品生産な
ど）」も多く挙げられている。

・同様に非製造業で最大のものは、「企画・経営管理」。「資金調達」も挙げられており、「マーケ
ティング」「商品企画」が次ぐ。

図表3－1 大部分を国内に残す方針とする部門（機能）

３．国内及び海外の事業活動について
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(注) 最大5つまでの複数回答
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・足下の景気や経済環境などを踏まえ、一旦海外に出した部門（機能）の一部あるいは全部を国内に戻
すことを検討していない企業は９割超。

・製造業では、一部の企業が「量産（汎用品）」「量産（高付加価値品）」の一部を国内に戻すことを
検討している。

図表3－2 海外に出した一部あるいは全部を国内に戻すことを検討または実施している部門（機能）
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図表3－3 国内および海外の生産・サービス供給能力の中期的な見通し
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製造業 ＜参考＞製造業（2013年度調査）

増加 現状維持 縮小

増加 22.4 41.8 9.1 73.3

現状維持 6.0 18.8 1.0 25.7

縮小 0.5 0.5 0.0 1.0

28.8 61.1 10.1 100.0

国内
合計

海外

合計

増加 現状維持 縮小

増加 18.0 48.2 7.0 73.2

現状維持 3.8 20.3 1.4 25.5

縮小 0.2 1.1 0.0 1.4

22.1 69.6 8.3 100.0

国内
合計

海外

合計

(有効回答社数比、%) (有効回答社数比、%)

・国内及び海外の生産・サービス供給能力の中期的な見通しをみると、海外で増加させる比率が国内で
増加させる比率より高く、この傾向は製造業においてより顕著である。

・2013年度調査と比較すると、国内の供給能力を増加させる比率が若干上昇している。マクロ環境の好
転を背景とした内需の回復期待などを背景に、国内の供給能力についての姿勢に少し変化が生じてい
る可能性がある。

（備考）国内及び海外の共通回答で集計 （備考）国内及び海外の共通回答で集計
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・製造業の業種別の国内及び海外の生産・サービス供給能力の中期的な見通しをみると、自動車、電気
機械、一般機械で国内の供給能力を増加させる比率が上昇している。

図表3－4 国内および海外の生産・サービス供給能力の中期的な見通し（業種別）

電気機械 ＜参考＞電気機械（2013年度調査）

増加 現状維持 縮小

増加 25.0 37.5 5.4 67.9

現状維持 7.1 21.4 3.6 32.1

縮小 0.0 0.0 0.0 0.0

32.1 58.9 8.9 100.0

海外

合計

国内
合計

増加 現状維持 縮小

増加 14.0 50.9 3.5 68.4

現状維持 5.3 21.1 3.5 29.8

縮小 0.0 1.8 0.0 1.8

19.3 73.7 7.0 100.0合計

国内
合計

海外

増加 現状維持 縮小

増加 5.3 57.9 26.3 89.5

現状維持 0.0 7.9 2.6 10.5

縮小 0.0 0.0 0.0 0.0

5.3 65.8 28.9 100.0

国内
合計

海外

合計

自動車 ＜参考＞自動車（2013年度調査）

増加 現状維持 縮小

増加 4.5 68.2 25.0 97.7

現状維持 0.0 2.3 0.0 2.3

縮小 0.0 0.0 0.0 0.0

4.5 70.5 25.0 100.0

海外

合計

国内
合計

(有効回答社数比、%) (有効回答社数比、%)

(有効回答社数比、%) (有効回答社数比、%)

一般機械 ＜参考＞一般機械（2013年度調査）

増加 現状維持 縮小

増加 28.2 43.7 2.8 74.6

現状維持 5.6 18.3 0.0 23.9

縮小 0.0 1.4 0.0 1.4

33.8 63.4 2.8 100.0

国内
合計

海外

合計

増加 現状維持 縮小

増加 14.7 52.0 4.0 70.7

現状維持 0.0 25.3 1.3 26.7

縮小 0.0 2.7 0.0 2.7

14.7 80.0 5.3 100.0

国内
合計

海外

合計

(有効回答社数比、%) (有効回答社数比、%)

化学 ＜参考＞化学（2013年度調査）

増加 現状維持 縮小

増加 26.8 39.4 9.9 76.1

現状維持 7.0 16.9 0.0 23.9

縮小 0.0 0.0 0.0 0.0

33.8 56.3 9.9 100.0合計

国内
合計

海外

増加 現状維持 縮小

増加 33.3 41.3 6.7 81.3

現状維持 2.7 14.7 0.0 17.3

縮小 1.3 0.0 0.0 1.3

37.3 56.0 6.7 100.0

国内
合計

海外

合計

(有効回答社数比、%) (有効回答社数比、%)

（備考）国内及び海外の共通回答で集計 （備考）国内及び海外の共通回答で集計

（備考）国内及び海外の共通回答で集計 （備考）国内及び海外の共通回答で集計

（備考）国内及び海外の共通回答で集計 （備考）国内及び海外の共通回答で集計

（備考）国内及び海外の共通回答で集計 （備考）国内及び海外の共通回答で集計
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・国内生産を維持する理由で最大のものは、「国内需要への対応」。この他に「技術・商品開発のため
の生産基盤が必要」「専門性の高い国内人材の存在」「国内生産による高い生産性」「国内サプライ
チェーンの存在」も多く挙げられている。

・2013年度調査と比較すると、「技術・商品開発のための生産基盤が必要」の比率が低下している。

図表3－5 国内生産を維持する理由（製造業）

76.6

29.8

0.3

31.1

25.4

47.3

26.0

4.9

9.0

0.5

1.5

3.1

1.3

0.8

70.7

32.4

1.0

23.5

30.3

34.9

23.7

9.4

12.3

2.9

1.5

6.5

1.7

1.5

0 20 40 60 80

国内需要への対応

国内生産による高い生産性

政府の国内投資促進策

専門性の高い国内人材の存在

国内サプライチェーンの存在

技術・商品開発のための生産基盤が必要

国内雇用維持のため

海外進出の初期投資負担が大きいため

技術の海外流出に対する懸念

海外の法・制度面の不安

海外のインフラが不十分なため

海外業務に適応可能な人材の不足

その他

特になし

2013年度調査 2014年度調査

（有効回答社数比、%）

(注) 最大3つまでの複数回答
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・業種別で国内生産を行う理由を2013年度調査と比較すると、輸送用機械、電気機械、化学、一般機械
で、「技術・商品開発のための生産基盤が必要」の比率が低くなっている。

・輸送用機械では、「国内サプライチェーンの存在」「国内雇用維持のため」の比率が高くなってい
る。

図表3－6 国内生産を維持する理由（業種別）

78.1

20.3

0.0

20.3

29.7

54.7

31.3

6.3

10.9

0.0

3.1

4.7

1.6

0.0

71.2

23.3

0.0

19.2

35.6

38.4

15.1

15.1

13.7

2.7

4.1

5.5

0.0

0.0

0 20 40 60 80

国内需要への対応

国内生産による高い生産性

政府の国内投資促進策

専門性の高い国内人材の存在

国内サプライチェーンの存在

技術・商品開発のための生産基盤が必要

国内雇用維持のため

海外進出の初期投資負担が大きいため

技術の海外流出に対する懸念

海外の法・制度面の不安

海外のインフラが不十分なため

海外業務に適応可能な人材の不足

その他

特になし

2013年度調査 2014年度調査

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答

76.2

38.1

1.6

42.9

25.4

50.8

15.9

0.0

12.7

0.0

0.0

4.8

1.6

0.0

68.9

41.9

0.0

35.1

24.3

41.9

18.9

4.1

16.2

2.7

0.0

9.5

2.7

1.4

0 20 40 60 80

国内需要への対応

国内生産による高い生産性

政府の国内投資促進策

専門性の高い国内人材の存在

国内サプライチェーンの存在

技術・商品開発のための生産基盤が必

要

国内雇用維持のため

海外進出の初期投資負担が大きいため

技術の海外流出に対する懸念

海外の法・制度面の不安

海外のインフラが不十分なため

海外業務に適応可能な人材の不足

その他

特になし

2013年度調査 2014年度調査

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答

75.5

20.4

0.0

18.4

32.7

57.1

38.8

8.2

2.0

0.0

0.0

4.1

0.0

2.0

63.8

19.1

2.1

14.9

44.7

40.4

42.6

12.8

2.1

4.3

0.0

2.1

2.1

4.3

0 20 40 60 80

国内需要への対応

国内生産による高い生産性

政府の国内投資促進策

専門性の高い国内人材の存在

国内サプライチェーンの存在

技術・商品開発のための生産基盤が必要

国内雇用維持のため

海外進出の初期投資負担が大きいため

技術の海外流出に対する懸念

海外の法・制度面の不安

海外のインフラが不十分なため

海外業務に適応可能な人材の不足

その他

特になし

2013年度調査 2014年度調査

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答

輸送用機械 電気機械

化学 一般機械

66.0

30.2

0.0

47.2

18.9

45.3

20.8

3.8

11.3

0.0

3.8

1.9

0.0

1.9

63.8

34.5

1.7

34.5

17.2

37.9

17.2

5.2

12.1

1.7

0.0

5.2

0.0

1.7

0 20 40 60 80

国内需要への対応

国内生産による高い生産性

政府の国内投資促進策

専門性の高い国内人材の存在

国内サプライチェーンの存在

技術・商品開発のための生産基盤が必要

国内雇用維持のため

海外進出の初期投資負担が大きいため

技術の海外流出に対する懸念

海外の法・制度面の不安

海外のインフラが不十分なため

海外業務に適応可能な人材の不足

その他

特になし

2013年度調査 2014年度調査

(有効回答社数比、%)

(注) 最大3つまでの複数回答
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・海外拠点における今後の国内・海外メーカーからの原材料・部材調達について、国内メーカーからの
調達は大宗は現状維持だが、「減少」させる企業も２割程度。海外メーカーからの調達は、「増加」
の比率が過半を占めている

・輸送用機械では、国内メーカーからの調達を「増加」させる比率が上昇する一方、海外メーカーから
の調達を「増加」させる比率は低下している。

図表3－7 海外拠点での国内メーカーからの原材料・部材調達の増減見通し（製造業）

10.8

11.8

13.6

6.7

13.3

70.4

76.5

69.5

64.4

63.3

18.9

11.8

16.9

28.9

23.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

化学

一般機械

電気機械

輸送用機械

増加 現状と同程度 減少

(有効回答社数比)

61.2

56.0

74.1

69.6

63.3

37.5

44.0

25.9

28.3

33.3

1.3

0.0

0.0

2.2

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

化学

一般機械

電気機械

輸送用機械

増加 現状と同程度 減少

(有効回答社数比)

8.0 

11.1 

10.5 

4.3 

7.9 

71.4 

81.5 

59.6 

69.6 

73.7 

20.6 

7.4 

29.8 

26.1 

18.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

化学

一般機械

電気機械

輸送用機械

増加 現状と同程度 減少

(有効回答社数比)

63.3 

59.3 

72.4 

69.8 

76.9 

36.1 

40.7 

25.9 

30.2 

23.1 

0.6 

0.0 

1.7 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業

化学

一般機械

電気機械

輸送用機械

増加 現状と同程度 減少

(有効回答社数比)

図表3－8 海外拠点での海外メーカーからの原材料・部材調達の増減見通し（製造業）

＜参考＞2013年度調査

＜参考＞2013年度調査
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16.8

60.6

13.7

12.7

11.8

1.2

0.9

7.8

0 20 40 60 80

輸出の海外生産への振り替え

競合他社の部材・製品との競争が激化

景気などに起因しない構造的な需要減少

海外での販売価格を維持

輸出先の国の景気低迷

国際情勢の混乱

輸出先国との関係悪化

その他

(有効回答社数比、%)

(注) 最大2つまでの複数回答

・2014年以降の主力製品の輸出実績（数量ベース）について、輸出が堅調に増加しない（「増加してい
るが、伸びは鈍い」「ほぼ横ばいで推移している」「減少している」）と回答した理由は、「競争力
の高い部材・製品」「競争力の低い部材・製品」とも「競合他社の部材・製品との競争が激化」が最
も多く挙げられている。「輸出の海外生産への振り替え」「海外での販売価格を維持」も挙げられて
いる。

図表3－9 輸出が堅調に増加しない理由（製造業）

競争力の高い部材・製品

15.2

56.1

10.7

15.6

12.3

3.3

1.6

10.7

0 20 40 60 80

輸出の海外生産への振り替え

競合他社の部材・製品との競争が激化

景気などに起因しない構造的な需要減少

海外での販売価格を維持

輸出先の国の景気低迷

国際情勢の混乱

輸出先国との関係悪化

その他

(有効回答社数比、%)

(注) 最大2つまでの複数回答

競争力の低い部材・製品
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・国内で中期的に市場開拓に注力する事業分野について、製造業では、「次世代自動車関連事業」「医
療関連事業」「エネルギー・環境関連事業」が挙げられている。非製造業では、「エネルギー・環境
関連事業」「インフラ関連事業」「少子・高齢化関連事業」が挙げられている。

・海外で中期的に市場開拓に注力する事業分野について、製造業では、「次世代自動車関連事業」「イ
ンフラ関連事業」が挙げられている。非製造業では、「インフラ関連事業」が挙げられている。

図表4－1 中期的に市場開拓に注力する事業分野

9.2

11.8

18.5

0.6

12.4

3.3

7.0

4.3

0.4

4.1

28.5

11.9

6.7

1.6

2.2

2.6

7.0

9.2

1.6

5.1

4.0

48.2

0 20 40 60 80

再生可能エネルギー関連事業

再生可能エネルギー以外のエネルギー・環境関連事業

次世代自動車関連事業

ビッグデータ関連事業

医療関連事業

少子・高齢化関連事業（介護、子育て支援など）

インフラ関連事業

農林水産関連事業

コンテンツ（アプリ・ソフトウェアなど）関連事業

その他

特になし

製造業 非製造業

(有効回答社数比、%)

＜海外＞

3.9

8.9

16.8

0.4

8.5

0.4

12.0

3.2

0.2

6.1

39.6

0.7

3.9

2.0

0.6

1.3

0.0

8.1

0.4

2.2

2.8

78.1

0 20 40 60 80

再生可能エネルギー関連事業

再生可能エネルギー以外のエネルギー・環境関連事業

次世代自動車関連事業

ビッグデータ関連事業

医療関連事業

少子・高齢化関連事業（介護、子育て支援など）

インフラ関連事業

農林水産関連事業

コンテンツ（アプリ・ソフトウェアなど）関連事業

その他

特になし

製造業 非製造業

(有効回答社数比、%)

＜国内＞

４．成長市場開拓に向けた取り組みについて
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・主力事業について、成長・競争力強化に向けて最も注力している業務領域は、製造業では「新製品・
サービスの開発・設計」の比率が最大。非製造業では、販路（顧客）開拓、拡大が最大。

・2013年度調査と比較すると、製造業で「製造（事業）工程の効率化」の比率が上昇している。

図表4－2 主力事業分野で最も注力する事業領域

＜非製造業＞

＜製造業＞

1.5 

48.7 

2.9 

19.0 

0.3 

20.8 

3.0 

1.7 
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44.8 

1.9 

23.1 

0.4 
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0.6 

5.1 
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新製品・サービス導入前の市場調査

新製品・サービスの開発・設計

部材・商品の調達

製造（事業）工程の効率化

物流

販路（顧客）開拓、拡大

アフターサービス・メンテナンスビジネス

過剰設備、不採算事業の処理

その他

特になし

2013年度調査

2014年度調査

(有効回答社数比、%)
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新製品・サービスの開発・設計

部材・商品の調達

製造（事業）工程の効率化

物流

販路（顧客）開拓、拡大

アフターサービス・メンテナンスビジネス

過剰設備、不採算事業の処理

その他

特になし

2013年度調査

2014年度調査

(有効回答社数比、%)
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図表4－3 中期的に市場開拓に注力する事業分野について成長・競争力強化に向けて
最も注力する業務領域（国内）
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過剰設備、不採算事業の処理

その他

特になし

・中期的に市場開拓に注力する事業分野について、成長・競争力強化に向けて最も注力している業務領
域（国内）は、製造業では「新製品・サービスの開発・設計」の比率が高い。

・非製造業では、「販路（顧客）開拓、拡大」の比率が高い。
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・中期的に市場開拓に注力する事業分野について、成長・競争力強化に向けて最も注力している業務領
域（海外）は、製造業、非製造業とも「販路（顧客）開拓、拡大」の比率が高い。

図表4－4 中期的に市場開拓に注力する事業分野について成長・競争力強化に向けて
最も注力する業務領域（海外）

＜製造業＞

＜非製造業＞

(有効回答社数比、%)

(有効回答社数比、%)
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・国内及び海外の研究開発の中期的な見通しは、国内・海外とも「強化」または「現状と同程度」が大
宗を締める。引き続き国内を強化・維持しつつ、海外も強化・維持の方向。

図表5－1 国内及び海外の研究開発の中期的な見通し
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強化 現状と同程度 縮小

(有効回答社数比)

強化 現状と同程度 縮小 合計
強化 27.5 11.7 0.4 39.6

現状と同程度 13.3 46.3 0.8 60.4
縮小 0.0 0.0 0.0 0.0
合計 40.8 57.9 1.3 100.0

国内研究開発

海外研究
開発

＜製造業＞

＜参考：製造業（2013年度調査）＞

強化 現状と同程度 縮小 合計
強化 27.5 16.2 0.3 44.0

現状と同程度 15.2 40.5 0.0 55.7
縮小 0.0 0.3 0.0 0.3
合計 42.7 57.0 0.3 100.0

国内研究開発

海外研究
開発

(有効回答社数比、%)

(有効回答社数比、%)

５．研究開発活動・無形資産に係る戦略について

（備考）国内及び海外の共通回答より集計

（備考）国内及び海外の共通回答より集計
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・国内拠点では、基礎から応用まで幅広く研究開発を行うフルライン型の割合が高い。海外拠点では、
研究開発拠点を持たない会社が過半を占めており、海外に拠点を持つ企業においても、現地に根ざし
た製品開発が中心となっている。

図表5-2 国内外拠点において研究開発を行う目的
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・国内拠点において研究開発を行う理由は、「生産拠点との一体性メリット」「顧客・市場ニーズの
把握が容易」の比率が高く、「先進的な共同研究者（大学、企業など）の存在」「優秀な研究者
など人材獲得が容易」も挙げられている。

図表5－3 研究開発を行う理由（国内）
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法律・規制などの研究開発環境

原材料調達などのコストが低廉

税制・補助金など公的補助が充実
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(注) 最大2つまでの複数回答
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・先進国拠点において研究開発を行う理由は、「生産拠点との一体性メリット」「顧客・市場ニーズ
の把握が容易」の比率が高い。「先進的な共同研究者（大学、企業など）の存在」「優秀な研究者
など人材獲得が容易」も挙げられている。

・新興国拠点において研究開発を行う理由でも、「生産拠点との一体性メリット」「顧客・市場ニー
ズの把握が容易」が多く挙げられている一方、「先進的な共同研究者（大学、企業など）の存在」
「優秀な研究者など人材獲得が容易」はあまり挙げられていない。

図表5－4 研究開発を行う理由

＜応用・商品開発（現地化を含む）＞

＜基礎研究・技術開発＞

＜基礎研究から応用開発まで（現地化を含む）＞

＜先進国＞ ＜新興国＞
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・国内外拠点において研究開発成果の収益力を強化するための課題は、「収益性を前提とした開発テー
マの設定」の比率が高い。「現地ニーズに合わせた応用開発力向上」「外部リソースの活用（共同開
発・Ｍ＆Ａなど）」なども挙げられている。

図表5－5 国内外において研究開発成果の収益力を強化するための課題（製造業）
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・成長・競争力強化に向けて重要度が増す取り組みは、製造業では、「研究開発活動」「生産設備へ
の投資」の比率が高く、「人的資本への投資」「事業・組織などの構造改革への取り組み」も挙げ
られている。

・非製造業では、「人的資本への投資」の比率が高く、「事業・組織などの構造改革への取り組み」
「マーケティング・ブランド構築」も挙げられている。

図表5－6 成長・競争力強化に向けて重要度が増す取り組み
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